
環境省における温暖化対策技術開発の取組

温暖化対策技術開発の考え方
環境省としては、推進大綱に示された対策技術の必要性、各府省
間の役割分担を考慮し、以下の分野に重点的に取り組む。

１．多様な要素技術を組み合わせた実用技術システムの開発と総合的な
環境評価

２．生態系の機能を活用した温室効果ガス削減技術や適応技術

３．廃棄物系のバイオマス等を有効に循環再生利用する技術

今後の展開
平成15年度以降、次のような新たな取組を開始すべく予算要望中。

ア．地球環境研究総合推進費（競争的資金）に「温室効果ガス濃度安
定化技術開発枠」を新設し、上記２の技術開発を推進

イ．廃棄物処理等科学研究費補助金（競争的資金）に「バイオマス高度
循環利用技術システム開発分野」を新設し、上記３の技術開発を推進
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温暖化防止建築技術（自立応答型調光ガラス、
高アルベド塗料、屋上太陽光発電パネル、屋
内自然換気通風設計等）について、実使用建
物を用いて温暖化防止効果を定量化。
複数の建築技術の複合効果や建物全体として
のLCA評価等により、効率的・効果的な環境
保全建築技術システムを開発。

技術開発の課題

研究対象の建築技術の適用により、従来技術
に比べ、建物全体で52％の通年冷房エネル
ギー消費削減効果が期待可能。

技術的なポテンシシャル

平成13～15年：温暖化防止効果の総合定量化
による技術評価
平成16年度以降：公共建築物等における温暖
化防止建築手法の導入方法等を確立

開発スケジュール

国立環境研究所、建築研究所、産業技術総
合研究所、東京理科大学

研究開発体制

オフィスビルにおける地球環境保全建築手法の総合的技術評価オフィスビルにおける地球環境保全建築手法の総合的技術評価
＜大綱の分野：エネルギー需要面（民生）＞

平成14年度予算
額：28百万円



都市廃棄物の30%と、森林成長量の10%を活
用した場合、我が国の年間CO2排出量を約3%
削減可能。また、中国等海外への導入により、
さらに大きな効果が期待。
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平成15年度から4年計画で、実証試験システ
ムの設置、環境改善効果、経済性等の実証試
験を行い、4年後には産業化。

競争的資金により、上記の大枠の中で最も優
れた産官学チームを公募・選定。

現在未利用の廃棄物系バイオマスから、高
効率水素ガス化技術、高効率メタン発酵技術
等を最適に組み合わせ、都市の需要に応じた
熱、エネルギー、有機肥料等を再生回収。

化石燃料を代替し地球温暖化を防止すると
ともに、廃棄物発生量を最小化。

開発スケジュール

技術的なポテンシャル

研究開発体制

技術開発の課題

平成15年度新規
要望

バイオマス循環利用技術システム開発プロジェクトバイオマス循環利用技術システム開発プロジェクト
＜大綱の分野：エネルギー供給面（新エネルギー）＞



海洋生態系を活用した二酸化炭素の吸収・隔離技術の開発海洋生態系を活用した二酸化炭素の吸収・隔離技術の開発
＜大綱の分野：革新的な環境・エネルギー技術＞

平成14年度予算
額：45百万円

鉄不足により生物生産が不活発な海域

①

②

COCO22
技術開発の課題

①調査船から鉄を散布（食
品添加物にも使われる硫酸
鉄）

25mプールに耳掻き一杯
の鉄を加える程度の低濃度
②植物プランクトン（大型
珪藻類）の増殖→炭素固
定

鉄散布による海洋の二酸化炭素吸収機能強化
の可能性を明らかにするため、①鉄散布技術
の確立、②吸収・固定効果の評価、③環境影
響評価手法を開発。

開発スケジュール

COCO22

④

③

平成13～15年度：大規模海洋鉄散布実験の実
施（基礎段階）
平成16年度以降：第２約束期間以降の実用化
に向けた総合的な技術開発

③光合成の活発化と海水
中の炭酸濃度の減少
→大気から海水への二
酸化炭素の移動・吸収
④動物プランクトンの増殖
→一層の炭素固定

技術的なポテンシャル

既存の実験で得られた数値を用いた単純な試
算では、１回の鉄散布を南極海全域で行った
場合、わが国の年間排出量の数倍の二酸化炭
素が海洋中に吸収可能。

有機物として固定有機物として固定

沈降沈降→→隔離隔離
⑤ ⑥

⑤大型珪藻類の死骸の深
海への自然沈降
→二酸化炭素の長期隔
離
⑥動物プランクトンの糞粒
の自然沈降
→二酸化炭素の長期隔
離

研究開発体制

水産総合研究センター、国立環境研究所、北
海道大学、東京大学、京都大学
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